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世界一の高齢化スピードと借金大国
政府総債務残高の現況

2015.3末： 1,238兆円
2016.3末： 1,264兆円
2017.3末： 1,308兆円

（1,300万円／国民一人当たり借金）
<2016.3末の国際比較>    
政府純債務残高(対GDP比)

（1位）ギリシヤ：322%
（２位）日本： 128% ⇒ 2017.3末240.倍

現
在
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近世日本の民族三大転換期〔No.３〕 ～日本経済の行き詰まり～
現代は、明治維新と第二次世界大戦敗戦に次ぐ、日本民族の三大転換期と言えます。

私たちの子供たちに残すべき日本のあるべき姿造りに、一緒に汗して考働しませんか？

(文責)川越テクノサポート
技術経営コンサルタント

2018.2.1作成 大崎俊彦

（出典：国土交通省）に加筆
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我が国の新ビジネスモデルのあるべきあり方
かって日本は、世界経済第２位の経済規模を誇り、「ジャパンアズナンバーワン」という本が、世界の

ベストセラーになり、千代田区の地価がカナダ一国の地価と同額（千代田区を売ればカナダが買える）、
日本全体の地価が米国の地価の二倍（日本を売れば米国が２個買える）にハネ上がった時代があった。

しかしバブル経済崩壊後は、日本経済の競争力は衰え、ピーク時に５３５万社あった企業数は、現在
３８２万社となり、１５３万社以上が合併・倒産・清算などで消えている。この厳しい状況を平成２２年６月、
経済産業省から発表された産業構造ビジョン「日本経済の行き詰まり」等で紐解き、我が国の新しい
ビジネスモデルのあるべきあり方を、ご一緒に探り考働したい。

（出典：平成２２年６月経済産業省「産業構造ビジョン」日本経済の行き詰まり）
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人口減と生産年齢人口の急激な減少

（出典：平成２２年６月経済産業省「産業構造ビジョン」日本経済の行き詰まり）
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海外シフトでグローバル化した企業と国内に留まったドメスティック企業との
収益企業格差は拡大しつつある

グローバル企業とそれ以外の業種の
一人当たり付加価値額が乖離

グローパル企業とドメスティック企業の１人
当たり付加価値

（百万円）

（出典：平成２２年６月経済産業省
「産業構造ビジョン」日本経済の行き詰まり）
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（出典：平成２２年６月経済産業省「産業構造ビジョン」日本経済の行き詰まり）

厳しい国内消耗戦と過当競争による低収益事業
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（出典：平成２２年６月経済産業省「産業構造ビジョン」日本経済の行き詰まり）

ハイテクビジネスモデル（コピー戦術と新成長モデル戦術への対応策）の失敗事例
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（出典：平成２２年６月経済産業省「産業構造ビジョン」日本経済の行き詰まり）

ビジネスモデルの成功（自動車とデジカメの成功）事例
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デジタルカメラの成功ビジネスモデルの概要

（出典：平成２２年６月経済産業省「産業構造ビジョン」日本経済の行き詰まり）



各国の製造業の研究開発投資と人材雇用推移
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（出典：平成２９年６月経済産業省通商政策局「通商白書2017」）



（出典：平成２２年６月経済産業省「産業構造ビジョン」日本経済の行き詰まり）

衰退する我が国の人的競争力
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IoT（モノのインターネット）が進み、第4次産業革命が起きつつあるが、日本のものづくり産業は、どのように変わっていくのか。
IoTをどう活用しているか？ このレーダーチャートは、今年の「ものづくり白書」で分析した、日本企業のIoTの活用状況で３．

経済産業省の示す「IoTで変革が迫られる、ものづくり」
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設計段階では活用しているが
レーダーチャートの右上は、3Dシミュレータの活用状況である。
左図の緑色の線は、従業員300人以上の中堅・大企業を示す。
製品の設計段階で、3Dモデルで仮想的に試作・設計している
企業は、すでに4割を超えている。
しかし、量産ラインを3Dシミュレータで事前に設計している企業
は3割以下にとどまる。また、モデルごとの受発注数などに
応じて、リアルタイムで生産ラインを組み直しているところは
1割に過ぎない。
日本のものづくり産業も、さらに伸びる余地があると言える。

新しい価値を生み出す提案
また、レーダーチャートの左上では、IoTを新しいサービス
として活用できているかを示している。製品を売ったあと、
故障予知などのアフターサービスに⼒を⼊れ、また、製品の
新しい使い方を顧客に積極的に提案できている企業は、まだ
まだ少ないのが現状である。

経済産業省の示す「IoTで変革が迫られる、ものづくり」
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